声　明

　5月13日、新潟地方裁判所は、2002年11月の新潟県職員の給与削減をめぐるストライキ実施に対し、不当にも当時の役員27名に行った懲戒処分の取消を求めた行政訴訟において、原告の請求を棄却する不当判決を行った。

2002年人事院・県人事委員会は、制度史上初めて月例給を引き下げ、マイナス分を4月に遡って減額する制度調整の勧告を行った。　

自治労は勧告によらない賃金削減を許さず、４月に遡及する制度調整を実施させないため11月22日に全国統一闘争を配置し全単組に取り組みを指示した。

新潟県地公労・県職労は「不利益遡及の制度調整をしない」「臨時削減時（当時3年間２％２％１％削減）の合意前提は崩れており、臨時削減を中止するか、勧告実施を見送る」ことを県当局に求めた。しかし、人事課長は「臨時削減と勧告は別」として譲らず２回の課長交渉で物別れとなった。組合は「責任者としての知事交渉」を求めたがこれに当局が応じないままストライキに突入した。

人勧制度にない県独自の賃金削減と併せて、人勧自体が公務員の賃金を切り下げるという異例な事態の中、全国的には職員団体との合意点を見出すために、知事や副知事が徹夜交渉なども行ってきたことを考えると、新潟県当局の交渉姿勢は極めて不誠実な対応であったと指摘せざるを得ない。

その中で新潟県職労に懲戒処分が発せられたことを自治労中央本部は重く受けとめ「（処分は）自治労にかけられた攻撃」と認識し、不当処分撤回を自治労総体の取り組みとして行うことを決定し今日までたたかってきた。

過去の判例から、公務員の争議権を否認した判決であっても「争議行為の禁止について、これに有効な代償措置制度が必要である」ことが判決文の中で述べられている。今回のダブル削減を容認する人事委員会の姿勢は代償措置の機能を果たしているとは言えない。公務員労働者にとって「不利益な勧告でも無抵抗で受け入れろ」「不利益の遡及は仕方がない」では争議権の代償措置とは言えず公務員労働者の生活も権利も守ることはできない。また、公務員制度改革が進む中、労働基本権の回復が言われるが、財政民主主義や議会での条例主義では労使対等の原則はあり得ない。

今回の判決は、公務員労働者が「賃金の引き下げは不当だ」と言うことを許さず、生活の維持・防衛のためのたたかいを否定する極めて不当なものであると言わざるを得ない。引き続き処分権限を盾にする当局の姿勢をあらためさせるため、自治労・県職労は勝利判決をめざしてたたかいを継続していくことをあらためて決意するものである。
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